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調査概要

日本企業の経理・財務・税務部門1,032人に対して、経営課題に関する調査を行った

調査手法 Web上でのアンケート調査

調査対象および
サンプル数 日本企業の経理・財務・税務部門従事者1,032人

対象部門 経理・財務・税務部門

調査実施日 2025年3月28日（金）～2025年4月1日（火）
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経理・財務・税務部門における課題は何か？

上場・非上場や企業規模にかかわりなく、日本企業の経理・財務・税務部門における重要
な課題は、「DX・AIの活用」と「人材不足・人材確保」であることが判明した
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DX・AIの活用

人材不足・人材確保

DE&Iの推進

脱炭素化への対応

グローバルでの経営管理

パーパス経営の実践

イノベーションの創出

利害関係者とのコミュニケーション

他社・他業種との連携

上場・非上場、売上高50億円か
ら1兆円以上のいずれの企業規
模でも、課題が「DX・AIの活用」と
「人材不足・人材確保」に集中

ファイナンス部門がやるべき仕事
は増えるなか、テクノロジーへの対
応不足や人材不足がボトルネッ
クとなり、業務をこなし切れなく
なっている実情が浮き彫りになる
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スキル人材の採用ができない

退職者が多い

専門人材が少ない

給与水準が低い

業務が複雑で対応人材が少ない

従業員が高齢化している

社内の人間関係が良くない

管理職が少ない

魅力が訴求できていない

採用活動ができていない
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なぜ人材不足は起きているのか？

人材不足の実態は、単なる頭数の不足ではなく専門知識・スキルある人材の不足、加えて
人材の流動性の高まりによる退職者の増加が問題をより深刻化させていると考える
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どの役職クラスの社内人材が不足しているか？

将来の課長・部長クラス候補である中堅スタッフが不足しており、将来、組織を率いるファイ
ナンス人材の枯渇にも繋がりかねない状況と考える
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若手スタッフ（一般社員）

中堅スタッフ（主任）

課長候補スタッフ（係長）

課長職（マネージャー職）

部長職（ゼネラルマネージャー職）
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人材不足はどう解決していくか？

日本企業は、人材育成・採用を強化しているが、外部委託・他社との連携は不十分であ
り、拡大の余地があると考える
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ポテンシャル層を採用し育成する

経験者採用を強化する

新卒を採用し育成する

社内コミュニケーションの活発化

給与水準を押し上げる

会社の魅力要素のPR

専門人材の業務負荷軽減

勤務場所・出社規制の緩和

自社で行っている業務の外部委託

同業他社との協力

今後業務委託を検討する、または拡
大方針の企業は36%で、脱自前主義
へのシフトが伺える
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仕事量を減らす デジタル化を推進し、仕事量を削減する

7

経理・財務・税務部門はどのように対応すべきか？

日本企業の経理・財務・税務部門は、①仕事量を減らす、②専門業務であっても外部委
託を拡大する、③他社と組んで人材を採用・育成することが求められる

他社と組んで人材を
採用・育成する 他社と組んで人材を採用・育成する

自社で全てを
やり切ろうとしない 専門業務であっても外部委託を拡大する
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Corporate as a Service（CaaS）のサービス概要

専門家による課題解決と、オペレーションセンターでの業務運用の組合せによって、コーポレー
ト機能の複合的な課題に対して対応が可能である

Corporate as a Service（CaaS）
コーポレート
機能の課題 課題解決 業務運用

課題解決
適正コスト
持続可能

専門知見の不足を専門家が解決
 課題抽出、対応策の立案・実施
 新しい業務の設計・実装
 既存業務の改善・変革
（デジタル化含む）

専門のリソース不足を前橋オペレー
ションセンターで解消
 経理・決算
 アナリティクス
 コンプライアンス
 ITベンダーマネジメント 他

対象専門領域
会計全般、業界固有の規制対応、
外部委託先（ITベンダー等）管理、等
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